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５　担当局評価 ６　評価結果

主担当局 健康福祉局 高齢者元気アップ活動情報発信等事業

高齢者支援
07 01

施策名 07 高齢者支援 展開方向 01
高齢者自らが介護予防に努めながら、積極的に地域とかかわれるよう
支援します。

令和2年度　施策評価表（令和元年度決算評価）

H29年度 第4位 / 16施策 H30年度

令和2年度　主要事業名
項目内容 ●健康づくり・介護予防の推進、社会参加の促進

いきいき百歳体操等推進事業

第5位 / 16施策 R1年度 第5位 / 16施策

方向 R1 R2～R4 　令和元年度（平成31年度）　主要事業名

A
生きがいを持つ高齢者の
割合

↑ 75.9 ％ 75.9 71.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30

87.4%

2,577 3,128 3,540

指　標　名
目標値
（R4）

実績値 進捗率
（R1）

72.9 ％ 66.0 72.9

979 1,654

介護予防対策事業
59.2 64.3 66.3

70.2%B
介護予防体操の登録者数
（介護予防対策事業） ↑ 5,040 人 － 206

62.6 64.0

R1年度 第7位 / 16施策

D
高齢者ふれあいサロンの登録
者数 ↑ 4,928 人 －

88.8%
　平成30年度　主要事業名 H29年度 第8位 / 16施策

73.3 67.2 67.9 68.6 64.7

58.2%

C
自分が健康であると感じ
ている高齢者の割合

↑
H30年度 第4位 / 16施策

－ － － 2,125 2,808 2,869

●満足度

●重要度

主要事業の提案につながる項目

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和元年度実施内容を記載) 令和2年度の取組
行政が取り組んでいくこと ■健康づくり・介護予防の推進、社会参加の促進 総合戦略 ④ 【健康づくり・介護予防の推進、社会参加の促進】

①②元気づくり工房に地域のリーダーが参加しやすくなるよう、同工房での活動
がイメージできるように百歳体操代表者交流会で紹介するとともに、あらためて、
百歳体操を実施するグループの継続や開始に向けたニーズを把握していく。
③フレイルチェックを多くの団体で実施できるよう、新たにサポーターを養成する
とともに、モデル的に実施している事業の課題を抽出した上で、効率的・効果的
な運用方針を検討する。
④初めて作るおとこの簡単料理教室は百歳体操交流会や老人クラブ総会等の
機会を通じた周知を図るなど、関係機関・部署と連携し、参加者の増加につなげ
ていく。
⑤さらにサロンの開設を進めるために、社会福祉施設・商業施設など民間の場
所での開設や効果的な補助のあり方などについて検討するとともに、開催情報
の発信など広報の強化により既存のサロンの利用促進を行う。
①⑤フレイル予防や認知症対策に関する講義等を行う講師謝礼を団体に助成
することで、集い場の活動継続に向けた支援を行う。
①～⑤薬局、スーパー等の高齢者が普段良くいく場を「（仮）シニア情報ステー
ション」とし、地域の集い場を紹介するパンフレットを設置するとともに、店頭での
何気ない会話から必要に応じ地域包括支援センター等の専門機関につなげる。
　また、ヘルスアップ戦略会議介護予防部会において「高齢者の保健事業と介
護予防の一体的実施」に向けて組織のあり方やアプローチの手法等について検
討を行う。
①～⑤チラシやDVDを配布するなど、高齢者が情報を取得しやすい広報媒体を
活用して、感染症対策下においても在宅で取り組める介護予防メニューを発信し
ていく。
⑦老人福祉センターについては、地区体育館との機能統合を行う2つのセンター
以外の今後の在り方を考える上での論点整理を行い、引き続き尼崎市公共施
設マネジメント計画とも整合性を図りながら、老人福祉センターという枠組みを超
えた施設としての機能転換に向けた検討を行う。

・100歳体操を実践するグループの広がりや
元気づくり工房、フレイルチェック会の開催
など介護予防メニューの充実により、介護
予防に取り組む高齢者の増加につながっ
た。

・今後もその効果について医療・介護両方
の側面から分析し、より効果的な事業実施
につなげる。

・100歳体操やふれあいサロンなど地域にお
ける介護予防活動の見える化を進めるとと
もに、介護予防活動への参加動機の分析に
基づく対象者への効果的な情報発信を一体
的に行うことで、介護予防活動へのさらなる
参加を促進する。

・介護予防活動については感染症対策下に
おける取組の経験を活かし、必要に応じて
在宅でも継続して実施できるよう支援を行
う。

・また、グループ活動のリーダーを育成し、
新規活動の立ち上げや、活動の継続、活性
化を図る。

・老人福祉工場の廃止も含め高齢者の社会
参加の促進については、より効果的な取組
の検討を行う。

【健康づくり・介護予防の推進、社会参加の促進】
（目的）・高齢者が自分らしく健康的な生活を継続できるよう、認知機能の低下や老化の進行を防ぎ、健康寿命の延伸を図る。
・高齢者が地域の介護予防活動や交流活動等に気軽に参加できるとともに、生活上の必要な支援を受けられるよう、住民主体の活動の運
営等を支援する。
・高齢者自身が気軽に地域活動や就労等により社会参加を果たすことができるよう、その仕組みづくりを進める。
（成果）①「いきいき百歳体操」（以下「百歳体操」という。）は、後期高齢者を中心に150団体、3,540人が実践している。（平成30年度137団体、
3,128人）（目標指標B）「いきいき100万歩運動」（令和元年度参加者7,458人）同様に気軽に参加できる介護予防活動として取り組まれてい
る。
②地域の集い場に通っていない人や介護予防の取組を先導するリーダー等が集まり、様々なフレイル予防メニューを試す「元気づくり工房」
を老人福祉センター5園で開始した。
③介護予防の活動意欲や継続意識等を高めるため、東京大学開発のプログラムにより、住民フレイルサポーター（以下「サポーター」とい
う。）の養成（17名）とフレイルチェック会を12月から月1回ペースでモデル的に開始し、61人がフレイルチェックを行った。
④栄養・口腔機能の低下予防のための「初めて作るおとこの簡単料理教室」を総合老人福祉センターにて計6回開催した。（前期3回　後期3
回）
⑤「高齢者ふれあいサロン」（以下「サロン」という。）は110か所・登録者2,869人（平成30年度107か所・登録者2,808人)、うち健康体操を実施
するサロンは108か所（平成30年度104か所）で運営されており、概ね市内全域を徒歩で通える範囲に設置されている。（目標指標D）
①～⑤これらの取組が、定期的な体操や参加者同士の交流による介護予防・重度化防止や、運営の担い手として役割や生きがいを得るこ
とによるフレイル予防、更には欠席者の安否確認等による見守り機能の積み重ねにより、健康寿命の延伸を期待できる。また、ヘルスアップ
尼崎戦略会議介護予防部会にて、各施策・各事業の効果を検証する土台作りを進めた。（目標指標A・C）
⑥社会福祉協議会に配置した地域福祉専門員が生活支援コーディネーターとして6つの日常生活圏域ごとに活動し、地域の中での課題や人
材の発掘、活動団体の立ち上げ支援などを行った。
⑦老人福祉センターでは、健康づくりや介護予防、認知症予防など、利用者のニーズを捉えた体操や講座等を開催しているため、利用者の
満足度は高い。また、平成30年度から実施している認知症予防に音楽療法を取り入れた「うたごえ広場」の講座は参加者に好評であったこと
から、講師を2人に増やし実施すると、広報誌や口コミで広がって、参加者数が増え、高齢者の健康意識の高まりがみられる。（平成30年度6
回503人⇒令和元年度6回764人）
⑧第2・第3老人福祉工場では、利用者は固定化の傾向にあり新規利用者の増加は見られなかった。（就業実人数⇒令和元年度：第2工場15
人、第3工場11人）
（課題）①百歳体操のグループ数は増加しているものの、目標に達していない状況にあり、新たにグループを立ち上げようとするリーダーの
支援とともに、既存参加者の継続意欲を高める取組をさらに充実させることやグループ立ち上げに成功した手法を活かすなどの取組を進め
る必要がある。
②元気づくり工房での介護予防メニューを地域リーダーが紹介しあう機能が発揮しきれておらず、グループの継続や新規立ち上げの支援に
つながっていない。
③集い場（百歳体操やサロン）参加者や老人福祉センター事業参加者等にフレイルチェックを勧めていくとともに、対象者・団体に対し、事業
実施に必要となるサポーターの人数やチェック会の必要回数を検証することが必要である。
④おとこの簡単料理教室は参加者には好評であったが、後期実施分は参加者数が定員に満たず、周知方法に工夫が必要である。
⑤開設場所となる公共的施設の利用が飽和してきており、新規サロンの開設が難しいことに加え、大規模なサロンなどで、週1回程度運営す
ることがメンバーの負担となり、サロン運営補助から外れる例が散見されており、登録者数の伸び悩みにつながっている。また開設期間が長
いサロンにおいては活動のマンネリ化の悩みも見受けられる。
①～⑤地域で行っている様々な介護予防活動の情報が高齢者に十分に伝わっていない。活動継続の支援が必要である。
①～⑤新型コロナウイルス感染症予防のために、緊急事態宣言が発令されたことに伴い、本市からも集い場の活動自粛を強く求める状況に
あり、高齢者が在宅でフレイル予防に取り組めるように支援が必要である。
⑦老人福祉センターの利用者数は、高齢者のライフスタイルの変化やニーズの多様化に合わせて年々減少し、利用者の固定化・偏在化が
ある。施設の老朽化が著しい2園の整備を進めていく中で、残りの老人福祉センターについても、高齢者の健康増進、教養の向上、いきがい
づくり等について、より効果的な施設運営のあり方の検討が必要である。
⑧第2・第3老人福祉工場の利用者は、固定化の傾向にあり、高齢者の就労の場として事業運営する上で、費用対効果の面で課題がある。

【健康づくり・介護予防の推進、社会参加の促進】
⑦老人福祉センターと地区体育館との機能統合による、新たなソフト事業の検
討を進めていく。
⑧第2・第3老人福祉工場については、機能の見直しを検討する。
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５　担当局評価 ６　評価結果

●満足度

●重要度
主担当局 健康福祉局 地域包括支援センター運営事業

高齢者支援
07 02

施策名 07 高齢者支援 展開方向 02
福祉サービスの充実と、地域の支えあいや相談支援の基盤づくりを進
めます。

令和2年度　施策評価表（令和元年度決算評価）

軽費老人ホーム運営費補助金
生活支援サポーター養成事業 H29年度 第4位 / 16施策 H30年度

　令和2年度　主要事業名
項目内容

●福祉サービスの充実と地域の支えあいや相談支
援の基盤づくり認知症対策推進事業

第5位 / 16施策 R1年度 第5位 / 16施策

指　標　名
目標値
（R4）

実績値 進捗率
（R1）方向 R1 R2～R4 　令和元年度（平成31年度）　主要事業名

A 地域の中で頼れる人がいる割合 ↑
54.8
以上

％ － －

H25 H26 H27 H28 H29 H30

95.4%
訪問看護師・訪問介護員安全確保事業

B 認知症サポーター数 ↑ 42,692 人 6,592 8,035

－ 54.8 50.0 51.9 52.3

52.3%16,507 19,519 22,341

C 地域包括支援センターの認知度 ↑ 100 ％ － 52.3

11,274 13,766

D
特別養護老人ホーム入所待
機者の割合（要介護3以上）

↓ 3.2 ％ －

63.5%
　平成30年度　主要事業名

51.7 60.7 61.7 63.2 63.5

100%
地域包括支援センター運営事業

－ － － －

H30年度 第4位 / 16施策 R1年度 第7位 / 16施策H29年度 第8位 / 16施策

3.7 4.5 3.2 3.1

613 34.1%

行政が取り組んでいくこと ■福祉サービスの充実と地域の支えあいや相談支援の基盤づくり 総合戦略 ④ ・気付き支援型地域ケア会議や介護予防・
重症化防止ハンドブックなどの作成を通じ
て、専門多職種間で課題やその解決策につ
いての共通理解をもつことができた。

・引き続き、気付き支援型のケアや介護予
防・重度化防止（フレイル予防）の取組を進
める。また、高齢者の行動変容によって得ら
れる生活の質の向上について、市民と共有
できるよう取組を進める。

・新型コロナウイルス感染症の影響下にお
いても必要なサービス等が維持できるよう、
事業所の運営状況の把握や相談への対
応、衛生用品の調達・配布など介護サービ
ス等提供体制の確保に向けた取組を推進
する。

【認知症に対する取組】
（目的）認知症の進行等に応じ、医療・介護・住民等が連携し、適時適切かつ切れ目のない支援につながる仕組みづくりを進める。
（成果）①高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づき重点的に取り組む事項のうち、次の項目について特に重点的に進めた。
・認知症サポーター養成講座の開催強化（令和元年度：124回）及びキャラバンメイト（講師）育成を行い、サポーター数の増加を図った。（目
標指標B）
・認知症みんなで支えるSOSネットワークの登録推進やコンビニ等へ発見協力機関登録の依頼を強化したところ、コンビニ2社を発見協力機
関として登録することができた。
②認知症の人が住み慣れた地域で安心して生活できる社会を目指し、現行の認知症施策の課題を抽出し、認知症施策推進大綱の考え方
を踏まえ、認知症個人賠償責任保険の導入など施策の拡充に向けた検討を有識者会議等で行った。
（課題）①②認知症の人や家族を地域で支えるため、引き続き、認知症サポーター数の拡大を図る（国目標人数：800万人→1,200万人）ととも
に、サポーターが活躍できる仕組みづくりが必要である。
②認知症の人やその家族が安心して社会参加できる場を充実させる取組が必要である。
②認知症の人が社会とのつながりを保ち安心して暮らせるため、地域で認知症の人やその家族等を支える力の強化や、認知症の人が外出
する際に、特にその家族の不安を少しでも緩和できる環境の整備が必要である。

【高齢者支援の相談窓口の強化・多職種の連携】
（目的）・地域包括支援センター（以下「包括センター」という。）において、成年後見等支援センター等と連携を図りながら、高齢者の心身の健
康の保持及び生活の安定のための援助を行う。
・医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、医療・介護を一体的に提
供する連携体制を構築する。
（成果）③包括センターの認知度が高まり（63.2％⇒63.5％）、年間約27,000件の総合相談に対応している中、対応力の向上等を図るため、評
価方法を刷新した包括センターの運営評価を通じ、課題把握と改善を進め、高齢者虐待対応マニュアルの改訂を行った。（目標指標C）
④高齢者の健康寿命を伸ばし、生活の質を高めるために、ケアマネジャーやその他の医療介護専門職等の気付き（学び）を支援する「気付
き支援型地域ケア会議」を継続実施（令和元年度36回72件）し、ケアマネジャーの気付き（98％）と支援対象者の行動変容（56％）につながっ
た。
　また、高齢者の介護予防等の意識啓発・行動変容を図る「介護予防・重度化防止ハンドブック」を多職種協働により作成した。
⑤医療・介護連携支援センター（あまつなぎ）への相談内容から抽出した地域共通の課題である「身寄りのいない高齢者への支援」の質を高
めるため、医療介護の専門職が支援する上での困りごとについて原則的な考え方とアドバイスをまとめた「身寄りのいない高齢者支援のた
めの”知恵袋”」を多職種協働により作成した。
（課題）④ケアマネジャーの気付きを深めるためには、より支援対象者の実態を踏まえた助言が有効である。また、作成した「介護予防・重度
化防止ハンドブック」について、市民への周知を図る必要がある。
⑤作成した「身寄りのいない高齢者支援のための”知恵袋”」について、専門職への周知を図る必要がある。
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【介護サービスの基盤整備と担い手づくり】
（目的）・高齢者が安心して必要なサービスを受けることができるよう、民間事業者による介護保険施設等の整備促進を図る。
・元気な高齢者をはじめ多様な地域活動団体や幅広い世代の地域住民等が様々な福祉活動の担い手・支え手として活躍できるよう、その仕
組みづくりを進めるとともに介護事業所等における福祉人材の確保、育成に取り組む。
（成果）⑥特別養護老人ホームは、9施設100床分の定員増を図った。（目標指標D）
⑦新たな介護の担い手として総合事業の推進に必要な生活支援サポーターの確保に向けては、9回の養成研修を通じて新たに103人が認
定を受けるとともに、修了者が介護事業への就労へつながるようハローワークと連携し面接会等を実施した。（目標指標E）
⑧介護人材の確保・定着支援の一つとして、利用者等から複数人対応に係る費用負担の同意を得られなかった場合に、その費用の補助を
行う、「訪問看護師・訪問介護員安全確保事業」を制度化した。
⑨新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止やサービス提供の維持・継続に向けて、指定事業所にマスクや消毒液を提供した。
⑩訪問型支え合い活動」を4団体が実施しており、主に要支援者などに対して地域で軽易な生活援助を行っている。
（課題）⑥特別養護老人ホームの待機者数は前年度とほぼ変わらず推移（283人⇒291人）しており、待機者の早期解消を進める必要があ
る。
⑦不安感が先行し介護事業所への就労が低調な養成研修修了者の就労促進に向けて取組を強化する必要がある。
⑧⑨感染症が収束するまでの間のサービス提供体制の維持・確保も含め、介護人材の確保・定着支援について取り組んでいく必要がある。
⑩要支援者などが利用者の過半数でないといけない、補助を人件費に充てられないなどの制約があり、実施団体が増えにくい傾向にある。
⑪高齢者自立支援型食事サービス事業は、市中に配食業者が増加する中、利用者が年々減少していることから、当該事業の効率性確保が
課題である。

主要事業の提案につながる項目

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和元年度実施内容を記載) 令和2年度の取組
【認知症に対する取組】
①②認知症の人やその家族が安心して生活を継続できるよう、社会全体で認知
症の人を支える次の取組を実施する。
・集い場の充実
　認知症カフェへの支援、若年性認知症カフェの立ち上げ
・認知症の人やその家族を地域で支える力の強化
　認知症サポーターの更なる活躍を目指したステップアップ講座の開催及び認
知症疾患医療センターと連携して行う専門職向けの認知症対応力向上研修
・安心して社会参加できる取組
　認知症個人賠償責任保険の導入

【高齢者支援の相談窓口の強化・多職種の連携】
④気付き支援型地域ケア会議で検討した事例について、ケアマネジャーが支援
対象者の自宅でアセスメント（身体機能や生活環境等の評価）を行う際に、必要
に応じてリハビリテーション専門職が同行し、ケアマネジャーに助言する取組を
開始する。
　また、「介護予防・重度化防止ハンドブック」を活用し、高齢者の行動変容を図
るための市民啓発の取組を多職種協働で推進する。
⑤「身寄りのいない高齢者支援のための”知恵袋”」を活用し、多職種が連携を
深めながら互いに学びあう勉強会を開催する。（医療・介護連携支援センター
（あまつなぎ）と包括センターの共催事業）

【介護サービスの基盤整備と担い手づくり】
⑥特別養護老人ホームの待機者の早期解消に向けて、入居ニーズが減少して
いる軽費老人ホームについて、特別養護老人ホームへの転換を進めていく。
⑦雇用意向のある事業所による生活支援サポーターの養成や養成後により実
践的な同行支援などを行い、効率的に就労に結びつけることを図る。
⑧介護人材不足の課題に対しては、市内事業所に職員体制や雇用状況、早期
離職・定着支援の取組と課題などのアンケート調査を実施し、必要な支援につい
て研究を進める。
⑨感染症が収束するまでの間のサービス提供体制の維持・確保に向けては、指
定事業者等と連携を密に図り、国の対応方針や緊急経済対策による支援策等
の着実な実施に取り組んでいく。

【介護サービスの基盤整備と担い手づくり】
⑧人材不足の課題に対して、資格取得のための研修支援や介護ロボットの導入
支援など、県補助金を活用した介護人材確保・定着支援について検討を進め
る。
⑩一般会計の軽度生活援助事業は、訪問型支え合い活動など介護保険事業で
の代替手法について検討していく。
⑪高齢者自立支援型食事サービス事業の課題解消に向け、事業の廃止も含め
て見直しについて検討を進める。

E
生活支援サポーター養成
研修修了者数

↑ 1,800 人
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